（別紙１）
令和　　年度宮城県外国農業人材受入体制支援事業費補助金
　事業実施計画書

１　事業実施主体の概要
	名称
	
	代表者役職・氏名
	

	所在地
	

	経営形態
	

	主な農作物
	

	従業員数
	常時雇用者　　人
うち外国農業人材　　人
臨時雇用者　　人

	連絡先
	担当者役職・氏名：
電話：　　　　　　　　　　　　　　FAX：
E-mail：


　２　申請する事業区分（※該当する事業にチェックすること。）
☐　雇用手続支援事業
☐　居住環境等整備支援事業
　３　外国農業人材の受入状況及び計画
（1） 現在の受入状況
	現在雇用している外国農業人材
	　　　　　　　　人

	在留資格
	☐　技能実習（　号）
☐　特定技能１号
☐  その他（　　　　　　　　　）

	主な農作業内容
	


	過去６か月以内の外国農業人材
離職の有無
	☐ 有り　　　☐ 無し

	離職有りの場合の事由
	


（2） 今回対象となる外国農業人材の受入計画
	受入（予定）時期
	令和　　年　　月　　日頃

	受入予定人数
	　　　　　　　　人

	国籍
	

	予定する在留資格
	☐　技能実習（　号）
☐　特定技能１号
☐  その他（　　　　　　　　　）

	主な農作業内容
	


	雇用（予定）期間
	令和　　年　　月　　日 ～ 令和　　年　　月　　日
☐　１年以上継続して雇用する計画である
☐  その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　）


４　現状及び課題（外国農業人材の受入れ・雇用に当たって現在抱えている課題について記入してください。）
	






５　事業の目的及び必要性（上記の課題を踏まえ、本事業を実施する目的及び必要性について記入してください。）
	






６　事業実施計画
【雇用手続支援事業の場合】
	実施する手続・支援の内容
	☐　在留資格認定証明書交付申請等の行政手続
☐　登録支援機関等への委託
☐  その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	具体的な実施内容
	



	対象となる外国農業人材
	　　　　　　　　人

	実施（予定）期間
	令和　　年　　月　　日 ～ 令和　　年　　月　　日

	委託先等の名称
	

	事業費
	　　　　　　　　円


【居住環境等整備支援事業の場合】
	施設等の名称
	

	所在地
	

	所有・賃借の別
	☐　所有
☐　賃借
☐  その他（　　　　　　　　）

	整備の内容
	☐　寮等の改修
☐　居住に必要な備品等の購入
☐  その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	具体的な整備内容
	



	実施（予定）期間
	令和　　年　　月　　日 ～ 令和　　年　　月　　日

	対象となる外国農業人材
	　　　　　　　　人

	事業費
	　　　　　　　　円




７　事業実施による効果（本事業の実施により、外国農業人材の受入れ、就労及び定着にどのような効果が見込まれるか具体的に記入してください。）
	






８　今後の外国農業人材の受入計画
	
	現状
	１年目
	２年目
	３年目

	外国農業人材
	　　　　　人
	　　　　　人
	　　　　　人
	　　　　　人

	うち技能実習
	　　　　　人
	　　　　　人
	　　　　　人
	　　　　　人

	うち特定技能
	　　　　　人
	　　　　　人
	　　　　　人
	　　　　　人

	その他
	　　　　　人
	　　　　　人
	　　　　　人
	　　　　　人


　９　事業実施スケジュール
	実施時期
	実施内容

	
	

	
	

	
	

	
	


　１０　その他特記事項
	








（別紙２）
経費配分及び収支予算書
１　経費の配分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（円）
	事業区分
	内容
	事業に要する経費
①＋②＋③
	負　担　区　分
	備考

	
	
	
	県補助金①
	事業実施主体②
	その他③
	

	
	
	円
	円
	円
	0円
	

	
	
	円
	円
	円
	0円
	

	計
	
	
	
	
	
	


（注）備考欄には仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には｢減額した金額｣を、同税額がない場合は｢該当なし｣と、同税額が明らかではない場合には｢含税額｣とそれぞれ記入すること。
２　収支予算
（１）　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（円）
	区　分
	本年度予算額
	備考

	
	
	

	県補助金
	
	

	事業実施主体
	
	

	その他
	
	

	計
	
	


（２）　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（円）
	事業区分
	本年度予算額
	備考

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	計
	
	


３　事業完了予定年月日：令和　　年　　月　　日
（注）計画変更承認申請への添付の場合、変更部分を２段書きし、変更前を括弧書きで上段に記載すること。
（別紙３）
暴力団排除に関する誓約書

申請者、申請者の役員又は申請者の法定代理人は、下記のいずれにも該当せず、また、将来においても該当しないことを誓約します。
この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。また、貴職において必要と判断した場合に、申請者、申請者の役員又は申請者の法定代理人の個人情報を警察に提供することについて同意します。

記
１　暴力団（暴力団排除条例（平成２２年宮城県条例第６７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等（同条例第２条第４号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）
２　自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもつて、暴力団又は暴力団員等を利用するなどする者
３　暴力団又は暴力団員等に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的又は積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与する者
４　暴力団又は暴力団員等であることを知りながらこれと取引したり、又は不当に利用するなどする者
５　暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有する者
６　次に掲げる行為をする者（第三者を利用してする場合を含む。）
⑴　暴力的な要求
⑵　法的な責任を超えた不当な要求
⑶　契約の履行又は使用許可物件の使用に際しての脅迫的な言動又は暴力
⑷　偽計又は威力を用いての県職員等の業務の妨害
⑸　⑴から⑷までに掲げる行為に準ずる行為


宮城県知事　殿

令和　　年　　月　　日
住所又は所在地

氏名又は団体名及び代表者名



備考　この誓約書において、役員とは、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、当該団体に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含みます。

（別紙４）
令和　　年度宮城県外国農業人材受入体制支援事業費補助金
　実施結果報告書

１　事業実施主体の概要
	名称
	
	代表者役職・氏名
	

	所在地
	

	連絡先
	担当者役職・氏名：
電話：　　　　　　　　　　　　　　FAX：
E-mail：



　２　実施した事業区分（※該当する事業にチェックすること。）
☐　雇用手続支援事業
☐　居住環境等整備支援事業
　
　３　事業実施期間
着手年月日　　　令和　　年　　月　　日
完了年月日　　　令和　　年　　月　　日
　
　４　外国農業人材の受入・雇用状況
	対象となる外国農業人材
	　　　　　　　　人

	国籍
	

	在留資格
	☐　技能実習（　号）
☐　特定技能１号
☐  その他（　　　　　　　　　）

	主な農作業内容
	


	雇用状況
	☐　雇用済み
☐  雇用予定

	雇用開始（予定）年月日
	令和　　年　　月　　日

	雇用（予定）期間
	令和　　年　　月　　日 ～ 令和　　年　　月　　日



５　事業の実施内容
【雇用手続支援事業の場合】
	実施した手続・支援の内容
	☐　在留資格認定証明書交付申請等の行政手続
☐　登録支援機関等への委託
☐  その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	具体的な実施内容
	



	対象となる外国農業人材
	　　　　　　　　人

	委託先等の名称
	


【居住環境等整備支援事業の場合】
	施設等の名称
	

	所在地
	

	所有・賃借の別
	☐　所有
☐　賃借
☐  その他（　　　　　　　　）

	整備の内容
	☐　寮等の改修
☐　居住に必要な備品等の購入
☐  その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	具体的な整備内容
	





６　事業実施による成果（本事業の実施により、外国農業人材の受入れ、就労及び定着にどのような効果が得られたか具体的に記入してください。）
	







７　認定を受けた事業実施計画からの変更の有無
　☐　変更なし
☐　変更あり
「変更あり」の場合は、変更内容及び理由を記入してください。
	変更内容
	



	変更理由
	



	変更承認を受けている場合
	承認年月日：令和　　年　　月　　日
文書番号：第　　　　号



８　その他特記事項
	










（別紙５）
経費配分及び収支精算書
１　経費の配分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（円）
	事業区分
	内容
	事業に要した経費
①＋②＋③
	負　担　区　分
	備考

	
	
	
	県補助金①
	事業実施主体②
	その他③
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	


（注）備考欄には仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には｢減額した金額｣を、同税額がない場合は｢該当なし｣と、同税額が明らかではない場合には｢含税額｣とそれぞれ記入すること。
２　収支精算
（１）　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（円）
	区　分
	本年度予算額
	本年度精算額
	比　較
	備考

	
	
	
	増
	減
	

	県補助金
	
	
	
	
	

	事業実施主体
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


（２）　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（円）
	事業区分
	本年度予算額
	本年度精算額
	比　較
	備考

	
	
	
	増
	減
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


３　事業完了年月日：令和　　年　　月　　日
（注）「予算額」欄には、交付決定を受けた額（変更承認を受けた場合は、変更承認後の額）を記入すること。

（別紙６）
令和　　年度宮城県外国農業人材受入体制支援事業　年次別実施状況報告書（第　年目）

１　事業実施主体の概要
	名称
	
	代表者役職・氏名
	

	所在地
	

	連絡先
	担当者役職・氏名：
電話：　　　　　　　　　　　　　　FAX：
E-mail：











　２　実施した事業区分（※該当する事業にチェックすること。）
☐　雇用手続支援事業
☐　居住環境等整備支援事業

　３　事業実施期間
着手年月日　　　令和　　年　　月　　日
完了年月日　　　令和　　年　　月　　日

４　外国農業人材雇用状況（令和　　年１１月３０日現在）
☐ 雇用有り　→（１）を記入
☐ 雇用無し　→（２）を記入
（１）雇用している外国農業人材
	No
	氏名
	国籍
	在留資格の種類
	受入年月日
（雇用開始日）
	主な従事作業

	1
	
	
	
	令和  年  月  日
	

	2
	
	
	
	令和  年  月  日
	


（注）「在留資格の種類」欄には、特定技能１号・２号、技能実習、育成就労、特定活動等の別を記入すること。対象者が多数
の場合は、行を追加して全員分記入すること。
（２）雇用無しの理由
	（※計画未達成、受入時期が遅れている、又は雇用途中で離職者が発生した場合に、その理由（受入手続の遅延、募集難、自己都合退職等）及び今後の改善・確保策を具体的に記入すること。達成している場合は「該当なし」と記入。）





５　受入計画の達成状況
	当初計画
受入計画人数
	１１月３０日現在の
新規受入人数
	達成状況

	人
	人
	☐ 達成　　　☐ 未達成








６　今後の見通し及び定着に向けた課題
	（※次年度以降の外国農業人材の受入継続の見込み、経営の維持・拡大に対する効果、今後の受入・定着に向けた課題や県に対する要望等を記入すること。）





